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抄 録  

下肢筋力評価として、立ち上がり動作による評価の有用性が報告されているが、虚弱・要介護高齢者

を広く対象とする場合には評価方法を修正する必要がある。本研究では、立ち座り動作による評価方法

を 5 回椅子立ち座りテスト(SS-5)に修正し、虚弱・要介護高齢者を対象に SS-5 の信頼性および運動機

能、生活機能との関連性の検証を目的とした。通所介護施設を利用していた要介護認定者 47 名(男性

9 名、女性 38 名、平均年齢 82.7 歳)を対象に運動機能および老研式活動能力指標を測定した。その

結果、SS-5 の高い再検査信頼性(ICC=0.92)が得られ、SS-5 と 5m 歩行時間、TUG で有意な中等度の

正の相関を認めた。また、SS-5 と膝伸展筋力、老研式活動能力指標で有意な中等度の負の相関を認

めた。老研式活動能力指標を従属変数とした重回帰分析(ステップワイズ法 )の結果、SS-5 のみ独立変

数として抽出された。以上の結果より、虚弱高齢者や要介護高齢者において、SS-5 は再検査信頼性が

あり、下肢筋力や ADL 能力と関連する有用な指標であると考えられた。 
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Ⅰ．緒  言  

高齢者社会を迎え、転倒、骨折、虚弱、低栄

養、生活機能低下などの「老年症候群」に陥る危

険度が高い高齢者の早期発見、早期対応につ

いての対策が極めて重要かつ緊急の課題とされ

ている(鈴木ら ,2003)。要介護状態に陥る大きな

原因である高齢に伴う虚弱や転倒は、下肢筋力

の影響を受けるため、介護予防事業において筋

力増強運動が高齢者に対して広く実施されるよう

になり(島田 ,2005)、その効果や運動機能の改善

が報告されている(Topp et al.,1993; Chandler et 

al.,1998; 新井ら,2006)。 

特 に下 肢 筋力 の低 下は歩 行 速 度 やバランス

能 力 を 減 退 さ せ 、 日 常 生 活 動 作 (Activity of 

Daily Living；ADL)の低下を生じさせることからも

高齢者における下肢筋力の維持・向上は重要課

題である(Rantanen et al.,2001)。高齢者の運動

機能維持、改善を目的とした運動介入研究にお

い て は 、 筋 力 だ け で は な く 、 Functional Reach 

Test(FR)(Duncan et al.,1990)や片脚立位時間な

どに代表されるバランス能力や Timed Up & Go 

Teat(TUG)(Podsiadlo et al.,1991)によるバランス、

移動といった複合的な動作能力評価などのさま

ざまな運動機能評価が用いられている。これらの

運動機能評価を地域在住高齢者に対して行う際

は、測定場所や測定時間に限界があり、また、虚

弱な高齢者を対象とする機会が多いため、対象

者へ過度な負担とならない簡便な測定法でかつ

特別な機 器 や場所を必 要としないことが望まれ

る。 

下肢筋力の評価のひとつとして、立ち上がり動

作 を 用 い た 方 法 の 有 用 性 が 報 告 さ れ て い る

(Csuka et al.,1985; Jones et al.,1999)。立ち上が

り動作は ADL において不可欠な動作であり、あら

ゆる視点から立ち上がり動作に関する報告がなさ

れている(Janssen et al.,2002)。立ち上がり動作を

用いた 30 秒椅子立ち上がりテスト(CS-30)(Jones 

et al.,1999; 中谷ら,2002)や 5 回の立ち座りテスト

(Lord et al.,2002)は評価指標として活用されてお

り、脳卒中後遺症患者における評価指標としても

応用されている(増田ら,2004)。しかし、現在用い

られている立ち座り課題による評価方法では、腕

を胸の前で組んだ状態での立ち座り動作を課す

方法であり、虚弱高齢者や要介護高齢者を広く

対象とする場合では、従来の立ち座り評価方法

では適応者が限られる。Brown et al.(2006)の報

告では、脳卒中後遺症患者において、従来の方

法による上肢の支持を使用せずに腕組み座位か

らの 5 回立ち座りテストを試みた結果、48 名中 36

名(75％)の対象者が 5 回の立ち座り動作を遂行

することができず、その他の運動機能測定と比較

して、達成率が低かった。 

本研究では、先行研究による立ち座り動作を

用いた評価方法を虚弱高齢者に適応できるよう

に修正し、虚弱高齢者における 5 回立ち座りテス

ト (Modified Five-repetition Sit-to-Stand Test: 

SS-5)の信頼性を検討すること、および、SS-5 とそ

の他の身体運動機能との関連性を検証し、SS-5

の有用性を探ることを目的とした。 

 

Ⅱ．方  法  

1．対象者  

通所介護施設を利用している 55 歳から 95 歳

までの要介護認定者 58 名のうち、両手を膝上に

置いた姿勢から手すりなどを使わずに連続した 5

回の立ち座り動作が完遂できた 47 名(男性 9 名、

女性 38 名、平均年齢 82.7±7.4 歳)を分析対象と

した。対象者には、本研究の主旨を十分に説明

し、同意を得た上で実施した。なお、本研究で取

り扱ったデータは、協力頂いた通所介護施設に

おける日常業務の一環として実施していた身体

運動機能評価の結果を集計したものである。 

 

2．測定方法  
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 測定および調査項目は、身体運動機能の評価

として、握力、片脚立位時間、FR、膝伸展筋力、

TUG、5m 歩行時間、SS-5 を測定した。各測定で

過度の疲労がないように考慮し、必要に応じて、

休息を設けた。また、ADL に関する活動能力の

指標として、老研式活動能力 (古谷野 ,1987)を聴

取した。 

 膝 伸 展 筋 力 は、ハンドヘルドダイナモメー タ

（OG 技研社製 GT-300）を用いて、膝関節屈曲

90 度の椅子座位での等尺性収縮による最大膝

伸 展 筋 力 を測 定 した。利 き足 の下 腿 下 部 前 面

(外果より 5cm 上付近)にベルトがあたるように取り

付けられたベルトの長さを調整し、椅子後方の脚

部に固定した。測定回数は 1 回とし、3 秒間以上

の利き足での等尺性膝伸展筋力 (ニュートン：N)

を測定した。膝伸展筋力測定時には安全面に配

慮して両手で椅子を把持した姿勢で実施した。 

TUG は、Podsiadlo et al.(1991)の原法に基づ

き、椅子座位を開始肢位とし、任意のタイミングで

立ち上がり 3m 前方のコーンで回転して開始肢位

に戻るまでの所要時間を計測した。本研究では、

測定時の心理状態や教示の解釈の違いによる

結果の変動を排除するように最大努力を課す変

法を用いた(島田ら,2006)。測定回数は、最大努

力で 1 回とした。 

 SS-5 は、安全面に考慮し、施設内で日常的に

使用している背もたれ付の高さ 41cm の椅子を用

いて行った。すべての対象者において同仕様の

椅子を用いて測定した。対象者は、両脚を肩幅

程度に広げた自然安静座位を開始肢位とし、な

るべく速く 5 回の立ち座り動作を繰り返す課題を

行った。先行研究の報告をふまえ、立ち上がり動

作による評価の適応範囲を拡大するために、立

ち座り動作の際、対象者の両手は膝上に置き、

動作の補助することを許可した変法を採用し、立

ち上がり時には、股関節、膝関節を完全伸展位

となる立位をとるように指示した（図 1）。測定前に

2 から 3 回の練習試行を行い、立ち座り動作を確

認した上で測定した。SS-5 測定は、対象者の任

意のタイミングで立ち座り動作を開始し、5 回の立

ち座り動作を終了し、着座した時点までの所要時

間を測定した。なお、SS-5 測定は、数分間の休

息をはさみ、2 回繰り返しの測定を行った。 

 その他の身体運動機能評価として用いた FR、

片脚立位時間、5m 歩行時間の測定は、「おたっ

しゃ 21」健診マニュアル(鈴木ら,2004)に準じて行

った。 

 

3．統計学的処理  

 すべてのデータは平均値±標準偏差で表記し

た。SS-5 の 2 回繰り返し測定による再検査信頼

性の検討は、1 回目と 2 回目の測定値から、級内

相関係数(ICC)を算出した。SS-5 と年齢、身体運

動機能(握力、FR、5m 歩行時間、TUG、片脚立

位時間、膝伸展筋力 )および老研式活動能力指

標との関連性を検討するために、SS-5 と各測定

値との相関関係について、Pearson の相関係数を

算出した。さらに老研式活動能力指標を従属変

数とし、握力、FR、膝伸展筋力、5m 歩行時間(最

大歩行)、SS-5 を独立変数として、重回帰分析(ス

テップワイズ法)を行った。統計処理は、SPSS14.0

を用い、すべての統計学的処理において有意水

準は両側検定にて危険率 5％未満とした。なお、

SS-5 測定値は性差による統計学的有意差を認

めなかったため、すべての統計学的処理におい

て全対象者のデータを分析した。 
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図１． ５回立ち座りテスト測定風景  

 

Ⅲ．結  果  

 全対象者の基本属性と測定結果を表 1 に示す。

要介護度の内訳は、要支援 13 名(要支援 1 およ

び 2、経過的要介護含む)、要介護 1 が 18 名、

要介護 2 が 12 名、要介護 3 が 4 名であった。 

 

1．SS-5 の再検査信頼性  

 2 回の繰り返し測定による再検査信頼性を検討

するために算出した ICC は、0.92(95％信頼区

間 ：0.87 －  0.96)であり、高 い信 頼 性 が得 られ

た。 

 

2．SS-5 とその他の評価項目との相関関係  

 SS-5 と年齢、握力、FR、5m 歩行時間(通常速

度、最大速度)、TUG、片脚立位時間、膝伸展筋

力、老研式活動能力指標との相関関係の結果を

表 2 に示す。SS-5 と各測定値の相関関係は、

SS-5 と 5m 歩行時間(通常速度)で r = 0.47(p < 

0.01)、5m 歩行時間(最大速度)で r = 0.46(p < 

0.01)、TUG で r = 0.50(p < 0.01)となり、有意な正

の相関関係を認めた。また、SS-5 と片脚立位時

間で r = -0.31(p < 0.05)、膝伸展筋力で r = 

-0.53(p < 0.01)、老 研 式 活 動 能 力 指 標 で r = 

-0.48(p < 0.05)となり、有意な負の相関関係を認

めた。SS-5 と年齢、握力、FR との間には、有意な

相関関係は認めなかった。 

 

3．生活活動能力と関連の強い要因についての

解析  

ADL に関する能力の指標として用いた老研式

活動能力指標の調査回収が可能であった 26 名

を解析対象として、老研式活動能力指標を従属

変数、握力、FR、膝伸展筋力、5m 歩行時間(最

大速度 )、SS-5 を独立変数とした重回帰分析 (ス

テップワイズ法 )を行った結果、独立変数として採

択された変数は SS-5 のみであった。その際の決

定係数(R 2)は 0.31 であり、SS-5 の標準回帰係数

β は-0.56 であった。
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表１ 各項目の測定結果 （平均値＋標準偏差） 

 
性別（男性／女性） 9／38 

年齢（歳） 82.7±7.4 

要介護度（名） 要支援 1 6 

        要支援 2 7 

        要介護 1 18 

        要介護 2 12 

        要介護 3 4 

        要介護 4 0 

        要介護 5 0 

握力（kg）：n = 44 16.5±5.5 

片脚立位時間（秒）：n = 45 9.6±13.3 

Functional Reach（cm）：n = 42 23.5±4.6 

膝伸展筋力（N）：n = 46 153.0±63.2 

Timed Up & Go（秒）：n = 47 16.4±7.5 

5m 歩行時間   通常速度（秒）：n = 47 9.5±4.5 

       最大速度（秒）：n = 46 7.4±4.0 

5 回立ち座りテスト：SS-5（秒）：n = 47 18.5±6.8 

老研式活動能力指標（点）：n = 26 8.8±2.9 

注）老研式活動能力指標： n = 26 （男性 6 名、女性 20 名、 

82.1±7.0 歳）  
 

表２ ５回立ち座りテスト（SS-5）と各変数の相関関係（Peason の相関係数）    ＊:p<0.05, **:p<0.01

 

  年齢 握力 FR Com5 Max5 TUG 
片脚立

位時間 

膝伸展

筋力 

老研式

活動能

力指標 

  (n=47) (n=44) (n=42) (n=47) (n=46) (n=47) (n=45) (n=46) (n=26) 

SS-5 

(n=47) 

-0.12 -0.25 -0.04 0.47** 0.46** 0.50** -0.31* -0.53** -0.43**

 SS-5： 5 回立ち座りテスト  FR： Functional Reach  Com5：5m 歩行時間（通常歩行） 

 Max5： 5m 歩行時間（最大速度）  TUG： Timed Up & Go  
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Ⅳ．考  察  

虚弱高齢者や要介護高齢者を対象とした身

体運動機能の評価のひとつとして、立ち上がり動

作を用いた 5 回の立ち座り動作の反復時間によ

る評価指標の有用性を検討した。SS-5 の虚弱高

齢者および要介護高齢者への適応を考慮して、

本研究では、先行研究による腕を胸の前に組ん

だ姿勢での立ち上がり動作を用いた評価方法の

変法として、立ち上がり動作の際に対象者は両

手を膝上に置き、動作の補助することを許可した

方法を用いた。上肢を組んだ状態での 5 回繰り

返し立ち座りテストおよび CS-30 の再検査信頼性

は、ICC = 0.84 から 0.89 と報告されている(中谷

ら ,2002; Lord et al.,2002)。本 研 究 において、

SS-5 の 2 回繰り返し測定による再検査信頼性の

検討では ICC = 0.92 であり、先行研究と同様に

高い信頼性を認め、虚弱高齢者や要介護高齢

者を対象者として、5 回繰り返しの立ち座り時間

による SS-5 は、信頼性に優れた評価であることが

確認できた。 

SS-5 とその他の測定項目との関連を検討する

ために相関分析を行った結果、SS-5 とその他の

身体運動機能測定との相関関係は、SS-5 と 5m

歩行時間および TUG と間で有意な正の相関関

係を認め、片脚立位時間および膝伸展筋力との

間で有意な負の相関関係を認めた。また、SS-5

は老研式活動能力指標と有意な負の相関関係

を認めた。立ち上がり動作を決定する要因として、

下肢筋力が重要であり(Hughes et al.,1996)、高

齢女性を対象とした研究では、立ち上がり時間と

下肢筋力との間では中等度(r = -0.32 から-0.53)

の関連が報告されている(Corrigan et al.,2001)。

さらに、脳血管疾患後遺症患者を対象とした研

究では、膝関節伸展トルクは立ち上がり動作能

力と関連し、下肢筋力は立ち上がり動作に関係

する要 因 であると報 告 されている (Lomaglio et 

al.,2005)。本研究においても、SS-5 は膝伸展筋

力 とは中 等 度 の相 関 関 係 (r = -0.53) を示 し、

CS-30 や 10 回立ち上がり時間との膝伸展筋力と

の関連を調査した結果(r = 0.44 から 0.60)(中谷

ら ,2002; Newcomer et al.,1993)と比 較 しても、

SS-5 が膝伸展筋力と関連した簡易的なフィール

ドテストのひとつとして有用である可能性が示唆さ

れた。また、SS-5 は筋力のみならず歩行や TUG

などの移動能力を含めたパフォーマンステストと

の関連性も認め、対象者の身体運動機能の能

力の差異を判別する指標として有用であると考え

られる。 

ADL に関する能力の指標として用いた老研式

活動能力指標を従属変数として、握力、FR、膝

伸展筋力、5m 歩行時間(最大速度)、SS-5 を独

立変数とした重回帰分析 (ステップワイズ法 )を行

っ た 結 果 、独 立 変 数 と し て 採 択 さ れ た 変 数 は

SS-5 のみであった。立ち上がり動作による評価を

含めた下肢機能能力は、今後の機能低下の予

測 因 子 と し て も 有 用 な 指 標 と な る (Guralnik et 

al.,1995)とされており、本研究の結 果からも、老

研式活動能力指標の説明変数として採択された

のは SS-5 のみであり、SS-5 は ADL と関連の強い

因子として有用な指標となり得ると考えられる。ま

た、本研究で用いた立ち座り動作による評価は、

開始肢位として膝に手を置いた肢位からの立ち

上がり動作を許可し、適応範囲の拡大を考慮し

ている。要支援・要介護になる恐れのある特定高

齢者の抽出判断に用いられる基本チェックリスト

（厚生労働省老健局）において、何もつかまらず

に椅子から立ち上がっているか否かは、その判断

項目のひとつとされており、虚弱 高齢者 や要 支

援・要介護高齢者においては、上肢の支持なし

で立ち上がる課題が困難な者が多く存在すること

が予測される。本研究において、要支援・要介護

高齢者を対象に従来の方法の変法として SS-5 を

用 いても、膝 伸 展 筋 力 との相 関 は高 く、また、

ADL に関連する因子として採用できることからも、
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特に虚弱高齢者や要介護高齢者に対するフィー

ルドテストのひとつとして有用な指標となりうる可

能性が示唆されると考えられた。 

本研究の限界として、対象者数の問題と妥当

性の検証が挙げられる。本研究での対象者は、

通所介護施設を利用している要支援または要介

護認定者であり、先行研究(中谷ら,2002; Lord et 

al.,2002)に比 べて対 象 者 は少 ない。そのため、

SS-5 を一般化するには、更なる検討を重ねる必

要がある。また、本研究での対象者に対して、従

来の方法による椅子立ち座りテストの達成の可否

については検証を行っておらず、SS-5 を完遂でき

た対象者のみを分析対象としているため、従来の

方法と比較しての SS-5 の適応範囲を明確に提

示することに関しては言及することができない。こ

れらの点が本研究の限界であると考え、今後、虚

弱 高 齢 者 や要 介 護 高 齢 者 に対 する指 標 として

SS-5 の有用性をさらに確立するためには、CS-30

との比較による妥当性やテスト完遂割合の違いの

検証のほか、縦断的な介入研究、予測妥当性の

検証が必要であると考える。 

 

Ⅴ．結  語  

本研究では、立ち座り動作を用いた評価方法

を虚弱高齢者に適応できるように修正し、地域在

住の虚弱高齢者における SS-5 の信頼性、および、

SS-5 とその他の身体運動機能との関連性を検証

した。その結果、高い再検査信頼性を確認するこ

とができた。また、SS-5 は下肢筋力と中等度の相

関関係を認め、歩行能力との関連も示唆された。

老研式活動能力指標の説明変数として採択され

た変数は SS-5 のみであり、虚弱高齢者や要介護

高齢者において SS-5 は、下肢筋力や ADL 能力

と関連するフィールドテストのひとつとして有用な

指標となりうる可能性が示された。 
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